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研究成果の概要（和文）：Ａ町での運動の前後で健康指標等のデータを採取し比較した。測定項目の一部は現在
も分析中である。65歳以上の方に絞ると、1年目よりスタートした230名中1年の終了時点で継続できた方は200名
であった。引き続き2年目に参加した方は126名でそのうち101名が終了時まで継続していた。さらに3年目も参加
した方は45名で最後まで継続参加できた方は38名であった。新たに2年目より参加した方は80名で終了時まで参
加した方は55名であった。そのうち引き続き3年目に参加した方は24名で、最後まで継続参加できた方は21名で
あった。3年目より新たに参加した方は65名で、最後まで継続参加できた方は32名であった。

研究成果の概要（英文）：We collected and compared data such as health index before and after 
exercise in A town. Some of the measurement items are still under analysis. Focusing on people aged 
65 and over, of the 230 starting from the first year, 200 were able to continue at the end of the 
first year. There were 126 people who continued to participate in the second year, 101 of which 
continued until the end. Furthermore, 45 people participated in the third year and 38 were able to 
continue to the end. There were 80 people who participated in the second year and 55 who 
participated until the end. Of those, 24 continued to participate in the third year, and 21 
continued to the end. From the third year, there were 65 new participants and 32 continued to the 
end.

研究分野：高齢者生活

キーワード： 予防

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
これまで、Ｃ団地在住高齢者の閉じこもりからの脱却を目指して生活機能リスク予防プログラムを開発・実践し
てきた。参加者の大半が、これまで「きっかけがない」「出なくてもよい」という理由で外出を見送ってきた
が、一歩外へ出る鍵は保健師による家庭訪問であった。3か月に1度の申請者による在宅訪問においても、体力や
活動量・活動パターンの測定や話の相手となることにより、認知症予防やモチベーションの向上を認めた。しか
し、対象の中には突然膀胱がんに罹患し他界した方や、自転車での転倒で活動量が減る方もみられた。今後の後
期高齢者の増加を踏まえると、運動による身体活動量の増加にとって代わる施策が必要となる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
平成 20 年以降、厚労省助成や日本学術振興会科研費にてＡ市Ｂ町Ｃ団地在住高齢者の閉じ
こもりからの脱却を目指して生活機能リスク予防プログラムを開発・実践してきた。参加者の
大半が、これまで「きっかけがない」「出なくてもよい」という理由で外出を見送ってきたが、
一歩外へ出る鍵は保健師による家庭訪問であった。3か月に 1度の申請者による在宅訪問にお
いても、体力や活動量・活動パターンの測定や話の相手となることにより、認知症予防やモチ
ベーションの向上を認めた。高齢者は自分の身体・心理で精一杯であり、ボランティアのよう
な他者との関わりはまだできていなかった（第 51回全国国保地域医療学会特集号，2011）が、
3 か月間生活機能リスク予防プログラムに参加してみると、ソーシャルキャピタル活動では、
転倒自己効力感や健康関連 QOLの包括的尺度である SF-8の精神的健康感の向上により、活動
範囲の拡大が心理的側面の向上につながった。ノルディックウォーキングでは、転倒リスク因
子の改善や SF-8の身体的健康感の向上を認めた（第 54回全国国保地域医療学会特集号，2014）。
また、事業実施 3 か月間の歩数から試算した医療費換算では、ノルディックウォーキング 18
名で 224,118円（一人当たり平均 12,451円）の大幅な削減幅が見込まれた（Physical Therapy 
Science投稿準備中）。生活機能の低下は一般高齢者が介護予防対象者に移行していく過程で後
期高齢者に多く生じる(表１)。生活機能リスクを予防・改善する包括的な取り組みに関して今
もなお年間 50件以上の研究論文が発表されている。 
２．研究の目的 
本研究の目的は、高齢者が楽しくあるいは美しく生活機能リスク予防プログラムに参加でき
るための新たな支援・整備、世代間交流しながら実践できるプログラムの開発、プログラムの
実践介入による医療経済学的効果・転倒要因改善効果の明確化である。 
３．研究の方法 
対象地域はＡ町で、平成 28 年現在総人口はおおよそ 35,000 人、高齢者数約 10,000 人、高齢
化率は 30%弱である。Ａ町では要介護１までの約 4 割の方を、これ以上要介護度を進行させな
いことを目標に掲げている。そこで、これまでの日常生活における活動に継続を目的とした無
理のない活動量を加えて、日々の活動の目標を設定した。すなわち、自ら実践しやすい軽度な
運動、すなわちプラス 10（分）（1000 歩運動）を推奨した前後で、体力測定参加率（継続率）、
健康指標、身体機能を調査し、身体機能等の関係を探る。これまで 3年間のデータを蓄積し分
析した。 
４．研究成果 
初年度予防プログラムに参加した方の年代別、性別内訳は男女合計それぞれ 20-29 歳が 23、
20、43、30-39 歳が 9、7、16、40-49 歳が 19、19、38、50-59 歳が 28、29、57、60-69 歳が 27、
67、94、70-79 歳が 35、92、127、80 歳以上が 4、5、9名、計 145、239、384（名）であった。 
参加者の月別平均歩数を見ると、男女の順に、8月が 5,704、5,394、9月が 6,944、6,659、
10 月が 7,380、7,012、11 月が 7,236、6,883、12 月が 7,141、6,711、1 月が 6,949、6,675、2
月が 7,117、6,695(歩)となり、すべての月で男性の歩数が女性のそれを上回っていた。 
参加者の 1日平均歩数を月別、性別で見ると、男女の順に、8月が 5,704、5,394、9月が 6,944、
6,659、10 月が 7,380、7,012、11 月が 7,236、6,883、12 月が 7,141、6,711、1月が 6,949、6,675、
2 月が 7,117、6,695（歩）となり、全体として男性の参加者数が女性と比べ少ないが、一人当
たりの月平均歩数は男性の方が上回っていた。 
平成 30年度の事業開始前後の SF-8 による年代別、性別の健康感は、開始前の身体的な健康
感、開始前の精神的な健康感、終了時の身体的な健康感、終了時の精神的な健康感の順(()内は
全国値)に、60-69 歳男性(n=18)で、48.78（47.23）、50.31（51.30）、50.77（47.23）、49.10（51.30）、
70-79 歳男性(n=19)で、49.67（45.73）、53.11（50.74）、49.33（45.73）、52.73（50.74）、60-69
歳女性(n=30)で、48.18（47.86）、49.38（50.05）、49.84（47.86）、50.19（50.05）、70-79 歳
女性で、 46.52（44.04）、50.59（51.11）、46.72（44.04）、49.53（51.11）となり、身体的な
健康感は男女ともにすべての年代で全国平均値よりも上回る結果となった（表 1）（表 2 SF-8
下位項目の変化）。 

 
 



 
事業実施前後で歩行因子を計測し、データが有効であった 159 名を分析の対象とした（平成
29 年度データ）。いつもの速さでは、事業実施前後で、歩行速度は増加、歩幅は増加、歩行周
期変動係数は減少、上下重心変位幅は減少、左右重心変位幅は増加していた。歩行速度は歩幅
と正の相関を示した(表 3)。 

 
また、最も早い速さでの歩きでは、事業実施前後で、歩行速度は増加、歩幅は増加、左右対
称性は増加、上下重心変位幅は減少、左右重心変位幅は増加していた(表 4)。 
65 歳以上の方に絞ると、1年目よりスタートした 230 名中 1年の終了時点で継続できた方は
200 名であった。引き続き 2 年目に参加した方は 126 名でそのうち 101 名が終了時まで継続し
ていた。さらに 3年目も参加した方は 45名で最後まで継続参加できた方は 38名であった。新
たに 2年目より参加した方は 80 名で終了時まで参加した方は 55名であった。そのうち引き続
き 3 年目に参加した方は 24 名で、最後まで継続参加できた方は 21 名であった。3 年目より新
たに参加した方は 65名で、最後まで継続参加できた方は 32名であった。 
他の測定項目についても現在分析中である。 
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